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○ 本資料は、別添「環境エネルギー技術評価」に上げられている個々の技術について、①技術の概要、②我が

国の技術開発の動向・課題、③技術ロードマップ、④国際動向（普及の現状、技術開発の動向、我が国の国

際競争力）を整理したものである。

○ 技術ロードマップは、日本の技術があるべきレベルを時間軸に沿って記載したものである。なお、本計画策定

時点で、目標に向けた国の研究開発事業がないものも存在するが、その目標を達成するために国として研究

開発事業が必要になった場合は、毎年度策定される科学技術に関する予算等の資源配分方針と科学技術重

要施策アクションプランに、相当する事業を盛り込むための検討を行うこととなる。

○ 本資料では、政府が主導する技術のみならず、官民が一体となった総合的な取り組みを提示している。
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2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

送電端効率
（HHV）

更なる高効率化55%（実用化）

41%（250MW実証機） 46%（1500℃級実用化） 更なる高効率化

○大学等における材料や触媒技術等の基礎研究と、民間主体のプラントをシステムとして実証する大型プロジェクトの連携を強化
○幅広い人材の育成による技術開発の推進

A-USC

普及の現状
○世界の石炭火力発電所の大半は米国と中国、インドに集中しており、その多くは発電

効率が35%以下と低い。USCは日本では既にかなり普及しており、中国でも 近大型石
炭火力で導入が始まっている。インドでは一部ＳＣの導入が行われているが、石炭火力
発電所の多くは低効率の従来型である。

技術開発の動向
○欧州では電力・メーカーを主体としたAD700プロジェクトにおいて、現在700℃の蒸気を

用いた各種要素試験が行われている。また、クリーン・コール政策として、（1）CCS（CO2

分離回収・貯留）、（2）IGCC（石炭ガス化複発電）の推進に向けた資金支援プログラム

を導入し、（3）USC（超々臨界圧）、A-USC（先進超々臨界圧）についてはEU企業参加に
よる共同開発を推進している。CCSについては2020年以降の商業実用化を目指してお
り、A-USCについては2016年までに実缶試験を完了する。

○米国では、「クリーン・コール・パワー・イニシアチブ」（CCPI）や、「クリーン・コール技術
実証プログラム」の中で、将来的にゼロ・エミッションまたはそれに近い石炭火力の実現
を目指している 。

我が国の国際競争力
○我が国の石炭火力発電設備の平均発電効率は現時点で約4241%（発電端・ＬHＨＶ）と

なっており、諸外国が30%台であるのと比較して世界 高の水準にある。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

１．高効率石炭火力発電

○A-USCについては、技術開発支援を2008年度から実施中。電力産業用大容量ボイ
ラー・タービンシステム、高温弁技術の開発が主要な課題。700℃以上の高温蒸気にも
耐えられる材料の開発も課題。

○IGCCについては、空気吹きIGCCについて、福島県で実証試験を行い、今後は、ガス
タービンの高効率化、燃焼器部分等の技術開発等が課題。

○IGFCについては、基幹技術である酸素吹IGCCについて、中国電力(株)の大崎発電所
構内で、全体システムの信頼性向上等に係る実証試験を実施中。今後は、石炭ガス化
ガスと燃料電池の適合性の検証等が課題。

○発電効率の向上、多炭種の活用、発電コストの低減に向けた技術開発が重要。

○高効率石炭火力発電技術としては、研究段階のものも含め、微粉炭石炭火力発電の

蒸気条件が高温・高圧である超々臨界圧発電（USC）、先進的超々臨界圧発電（A-

USC）や石炭をガス化して発電する石炭ガス化複合発電（IGCC）、 IGCCに燃料電池を

組み合わせた石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）といった技術がある。

○将来CCSが商用化し、導入されれば、二酸化炭素排出をほぼゼロにすることが可能。

○既に商用化されている日本の石炭火力発電技術（USC）を、米中印の海外の石炭火力
発電に導入した場合、エネルギー起源CO2 を15 億トン削減できるとの試算あり。

46%（700℃級実用化） 更なる高効率化

IGFC

IGCC

（※関連技術ロードマップ：３０．燃料電池）



○高効率天然ガス発電技術としては、ガスタービン及び蒸気タービン複合発電技術や、

開発中の高湿分空気利用ガスタービン技術（ＡＨＡＴ）がある。

○我が国では1600℃級のガスタービンの開発が完了し、2013年10月より関西電力の姫

路第二発電所にて営業運転を開始予定（発電効率54%、送電端・HHV）。

○将来CCSが商用化し、導入されれば、二酸化炭素排出をほぼゼロにすることが可能。

○IEA はEnergy Technology Perspectives2010の(世界のエネルギー起源CO2の排出量

を2050年に2005年比で半減させる)ブルーシナリオにおいて、天然ガス火力発電で2.8 

億トン程度のポテンシャルがあると試算。

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

送電端効率
（HHV）

52%
（1500℃級）

57%
（1700℃級実用化）

○ガスタービン技術は、空力、熱力、燃焼、材料等の広範囲で高度な設計技術・製造技術を有することから、産学官の連携の下、技術開発を進める
ことが重要（大学等における材料や触媒技術等の基礎研究と、民間主体のプラントをシステムとして実証する大型プロジェクトの連携を強化）

○幅広い人材の育成による技術開発の推進

普及の現状
○米国では、2013年にフロリダ州において、発電効率（送電端・ＬHHV）が約6054%となる

高効率ガスタービンの営業運転が開始される予定。

技術開発の動向
○米国エネルギー省(DOE)の国家プロジェクトでは、ガスタービンメーカーや大学に2003

年から2015年にかけて約1,000億円を投資して、高効率化を目指している。
○欧州では、CAME-GTと呼ばれるイニシアチブの中で高効率ガスタービンの開発が推進

され、現在は第7次技術開発枠組計画（FP7）の中で個別の技術要素の改良に向けた
研究開発が実施されている。

我が国の国際競争力
○我が国では、入口ガス温度を1600℃まで高め世界 高水準の発電効率（送電端・

HHV）54%を実現した「1600℃級複合発電」が2013年10月頃に営業運転が開始される予
定であり、我が国の技術開発レベルは世界 高水準にある。

○ガスタービンの高温化はスピードが非常に速く、1980年代初頭の複合発電システムの
導入以降、年間約20℃という早いペースで燃焼温度の高温化が進み、熱効率が改善し
てきた。熾烈な開発競争の中、高温化に対して技術的に開発が可能な国は、米・独・日
の 3 カ国に絞られつつある。

○我が国は、コンバインドサイクル発電に関して、2013年頃に1600℃級で54%、2020年頃に
は1700℃級で57%の発電効率（送電端・HHV）を達成することを目指している。また、トリプ
ルコンバインドサイクル発電システムについて、要素技術開発を実施している。

○AHATについては、2020年頃までに10万kW級で51% （送電端・HHV）の発電効率を実現す
ることを目標としている。

○1700℃級ガスタービンの開発では、超高耐熱合金をはじめとする高温耐熱性タービンの
開発等が主要な課題となっている。この課題を解決し、現状 大52%の発電効率（送電
端・HHV）を57%（2020年頃）まで上げることが目標。

○AHATについては、高効率圧縮機設計技術やタービン翼冷却技術の開発が必要である。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

２．高効率天然ガス発電

更なる高効率化
54%
（1600℃級実用化）



○風力発電は、再生可能エネルギーの中では発電コストが低い。
○他方、地形や気象的特性等の制約により、立地に適する場所が減少してコストが上昇

する可能性がある。
○また、国内の風力発電にとって、今後の更なる導入促進のためには洋上への展開も

不可欠。
○洋上風力発電設備としては、着床式と浮体式があるが、陸上風力発電設備に比べ高

い稼働率を得ることが可能とされている。
○IEAのEnergy Technology Perspectives 2012では、風力発電技術の開発･普及により、

2050年に世界全体で約30億トンのCO2排出削減ポテンシャルがあると試算。

普及の現状
○世界全体で見ると、2011年末の累積導入量は237,669MWで、国別に見ると中国の

62,364MW、米国の46,616MW、ドイツの29,060MWの順となっている。2011年中の新規導
入量は40,564MWとなっており、国別でみると中国の新規導入量が も多く、17,631MW
となっている。次いで多いのが米国6,810MW、その次がインドの3,019MWである。

技術開発の動向
○米国では2006年から2012年までに洋上風力発電関連プロジェクトに3億870万ドルを投

じている。重点的な技術開発分野としては、試験設備や次世代タービン技術、浮体基
礎技術、モデリング・シミュレーションツール、風力発電システムの 適化、市場加速

化・普及、資源の特性解析、市場加速化及び障壁除去、そして系統システムの計画・
運用等が挙げられる。

○EUでは、タービンの大型化や材料使用量の削減、洋上大型風車作業船の改良が実施
されている。FP7（第7次欧州研究開発枠組計画）の中では、浮体式洋上風力発電や、
空中風力発電等の新たなコンセプトの実用化が行われている。

我が国の国際競争力
○陸上風車の高効率化、着床式及び浮体式洋上風力発電の実証研究に取り組んでいる。

○経済産業省は千葉県銚子市沖及び福岡県北九州市沖で着床式風力発電の実証事
業を行うとともに、国際的な洋上風力発電の需要拡大を見越して超大型風力発電機
の実用化を目指している。また、風力発電機の設備稼働率を向上させるため部品・コ
ンポーネントの高度化にも取り組んでいる。

〇経済産業省及び環境省は、浮体式洋上風力発電について、2015年度までに、実証試
験を通じて、技術課題の克服と安全性・信頼性・経済性の評価、気象条件への適応、
環境アセスメント手法の確立等を行うこととしている。

○国土交通省は浮体式洋上風力発電の安全ガイドラインの取りまとめに向けた技術的
検討、及び国際電気標準会議（IEC）の国際標準化作業に戦略的な対応を行っている。

○風力発電を系統連系する上では、より高精度な発電量予測技術等の確立に加え、送
電網の整備、蓄電池システムの低コスト化・高度化等も重要。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

３．風力発電

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

耐久性・信頼性向上 風車部品・コンポーネント・メンテナンス技術の高度化

高性能化 超大型風車の開発

着床式洋上

浮体式洋上 浮体式洋上風力発電の実証

着床式洋上風力発電の実証



○太陽光発電技術は、シリコン系、化合物系、有機系に大別され、現在はシリコン系が
導入量の多くを占めている。化合物系や有機系の太陽電池は、シリコン代替材料の使
用等により、更なる低コスト化が期待できる。

○要素技術として、結晶シリコン、化合物系では材料使用量の削減や低コスト電極材等
を開発。薄膜シリコンでは、光劣化抑止技術や大面積製造技術等を開発。有機系では
高効率増感色素・有機半導体や封止技術等を開発。

○将来想定される系統への過大な負荷を低減するため、蓄電機能と組み合わせて出力
を安定化させた太陽光発電システムの実現、地域全体での電力需給調整機能との融
合が必要。

○IEAのEnergy Technology Perspectives 2012では、太陽光発電技術の開発･普及によ
り、2050年に約17億トンのCO2排出削減ポテンシャルがあると試算。

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
太陽光発電

普及の現状
○世界全体の2012年末の累積導入量は96.5GWで、2012年中の新規導入量は28.4GWと

なっている。
○米国の2012年末の累積導入量は7.2GWとなっていて、EU域内の2012年末の設備容量

は68.5GWである。EUの導入量を国別で見ると、上位はドイツ32.4GW、イタリア16.3GW、
スペイン5.1GWとなっており、上位2国が突出している。

〇宇宙太陽光発電は現在研究開発段階である。

技術開発の動向
○米国ではエネルギー省が中心となり、結晶シリコン太陽電池については省材料化、超

薄型結晶シリコン光吸収層の開発等の研究開発を実施しており、薄膜太陽電池につい
てCdTeやアモルファスシリコン等の開発を行っている。また、化合物結晶系太陽電池(III

～V族化合物系）や有機系太陽電池の研究も推進している。
○EUでは太陽光発電システム製造における生産性とコストの 適化やナノ構造材料の開

発（スケールアップ及び低価格・高効率カルコゲナイド系太陽光発電のプロセス）、建材
一体型コンポーネントの標準化等を重点課題として研究開発に取り組んでいる。

我が国の国際競争力
○我が国は太陽光発電の技術開発及びその導入量・生産量において長らく世界一を誇っ

ていたが、欧州を中心に行われている導入普及政策により、主要導入国は欧州、主要
生産国はコスト競争力を有する中国や台湾へと移っている。

○このため、我が国が世界 高水準の変換効率を誇る多接合太陽電池や高付加価値有
機系太陽電池の実用化を進めるとともに、結晶・薄膜シリコン太陽電池や化合物系薄
膜太陽電池の更なる高効率化・低コスト化を実現する技術開発を行っている。

○経済産業省では、以下の技術開発を行っている。
 太陽光発電システム次世代高性能技術の開発：結晶シリコンをはじめ各種太陽電池

の高効率化・低コスト化技術の開発と評価技術等の共通基盤技術の開発
 革新的太陽光発電技術研究開発：新材料・新構造等を利用して「変換効率40%超」か

つ「発電コストが汎用電力料金並み（7円／kWh）」の達成へのアプローチを探索
 有機系太陽電池実用化先導技術開発：有機系太陽電池を使用した太陽光発電シス

テムの設計・試作・実証

○文部科学省では、ナノワイヤーと高品質シリコンを組み合わせることにより、シリコンを
用いた太陽電池では未踏の変換効率を持つ超高効率太陽電池に関する研究開発等を
推進。

○結晶シリコン、化合物系は、製造コスト低減が主な課題。薄膜シリコンは、大幅な変換効
率向上と製造コスト低減が課題。有機系は、大幅な変換効率向上と信頼性向上が課題。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

４．太陽エネルギー利用（太陽光発電）

発電コスト 23円/kWh

モジュール変換効率 8～18% 20% 40%以上40%

更なる低減



○太陽熱利用技術としては、熱供給システムと発電技術とがある。熱供給システムとして
は、給湯システムやヒートポンプ等を用いた冷暖房システムがある。太陽熱発電技術
は、太陽光を集光して高温とし、蒸気等を発生させて発電する技術。

○住宅用や工業用の低温から高温まで多様な熱利用とのインテグレーションが 重要で
ある。また、発電については、パラボラ・トラフ型、リニア・フレネル型、タワー型、パラボ
ラ・ディッシュ型等の集光・集熱技術があるほか、蒸気タービンだけではなくガスタービ
ンさらには熱電変換の利用なども考えられる。

○IEAのEnergy Technology Perspectives 2012によると、技術の開発･普及による世界全
体でのCO2排出削減ポテンシャルは、 2050年に、太陽熱発電で約17億トン、太陽熱利
用で約3億トンと試算。

普及の現状
○太陽熱利用機器の導入実績は、約18GW（2007年、単年）であり、特に中国における伸

びが大きい。
○太陽熱発電の導入量は、約2.7GW （2012年、累積）であり、スペインが大部分を占める。

これはフィードインタリフの効果であるが、2012年に新規プラントについてはフィードイン
タリフがキャンセルされたため、同国の新規プラントの建設は今後急減すると思われる。

○現時点で も活発に太陽熱発電プラント建設が進んでいるのが米国であり、337MWの
タワー型プラントや250MWのトラフ型プラントなど大型プラントの建設が進んでいる。そ
の他、中東北アフリカ（MENA）や南アフリカなど新規に導入が進む地域も拡大している。

技術開発の動向
○太陽熱発電の分野では、主に米国、スペイン、ドイツ、イタリア、イスラエルで技術開発

が行われている。現在、パラボラ・トラフ型の研究・開発が行われているのは主にスペイ
ン、ドイツ、イタリアで、技術としては成熟期を迎えコストダウンのフェーズに入っている。
リニア・フレネル型はドイツが中心となり開発されている。タワー型はスペインと米国が
中心で、今後コストダウンを進めるための高温運転化（超臨界条件）とそれに関連する
レシーバの低コスト化・高性能化に向けた研究開発が進むことが見込まれる。

我が国の国際競争力
○太陽熱供給システムの技術についてはほぼ確立されている。太陽熱発電について、日

本は集光・集熱技術の蓄積には乏しいが、蒸気タービン、制御技術や各種の部品製造
技術等については世界の 先端のレベルにあるものが多い。

○太陽熱冷暖房システムについては技術的にはほぼ確立されているが、経済的
制約により導入が進んでおらず、導入コスト低減のための高効率化とシステム
開発が必要。

○太陽熱発電については、リニア・フレネル型、タワー型等の集光システムにつ
いて低コスト化等に関する技術開発が行われている。また、中東で実証プラン
トの建設が行われている。

○蓄熱技術は硝酸塩系溶融塩を用いるタイプが主流であるが、低コスト化と高性
能化が課題となっている。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

国際動向

５．太陽エネルギー利用（太陽熱利用）

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

技術ロードマップ

集光システムのコスト低減集光システムのコスト低減

低コスト化・高性能化低コスト化・高性能化

太陽熱発電

蓄熱技術

導入コスト低減のための高効率化とシステム開発導入コスト低減のための高効率化とシステム開発太陽熱供給

（※関連技術ロードマップ： ２８．３２．蓄熱・断熱等技術）



○海洋エネルギー発電は、波力や潮力、潮汐、海洋温度差から得られたエネルギーに
よってタービンを回転させることにより発電する発電方法。現時点ではそれぞれの開
発･実証が同時並行的に進められている。

○太陽光発電や風力発電と比較すると、潮力発電等は短周期での出力変動が少ないと
いうメリットがあり、海洋に囲まれた我が国においては相当のポテンシャルを持つ。低
コスト化等の課題を解決できれば、将来的に大きな温室効果ガス削減効果を持つ。

○IEAのWEO2012の「現行政策シナリオ」における世界全体での導入見込み量は、2035
年時点で8GW、32TWhとなっている。

○経済産業省では、波力や潮力等の海洋エネルギーを利用した発電技術の開発・実証研
究を行っている。

○港湾空港技術研究所では、波力等を利用した発電技術の開発研究を実施してきている。

○技術課題としては、発電コストの低減（発電効率の向上、設置コストの低減等）、耐久性
の向上（海洋環境への対応、機器に係る負荷の緩和等）、信頼性の向上等がある。

普及の現状
○世界全体での2010年の導入量は526MW（波力：3.2MW、潮汐：518MW、潮力：5.2MW、

海洋温度差：0.3MW）で、潮汐以外の導入量の大半は実証設備である 。
○EUでは、波力や潮力を利用した海洋エネルギー発電の商業化に積極的に取り組んで

おり、2008年から実験・実証設備が稼働している。また、米国でも、2011年より波力発
電150kW、潮力発電60kWの実証を開始しており、現在はより規模の大きな実証を行う
ためのプラットフォームの建設を進めている。

○潮汐発電については、その仕組みが水力発電と似通っていることもあり、1980年代より
商業プラントの建設が開始され、フランスや中国、韓国で導入が進んでいる。

技術開発の現状
○米国エネルギー省は、2008～2012年にかけて、海洋・ 流体動学関連分野へ総額1億3

千万ドルの研究資金を投入し、試験設備の建設や波力エネルギー採取の 適化、各
部材の設計・開発、海洋温度差エネルギー変換システムの開発を実施。

○EUは、スコットランドに大規模な共同実験場を整備し、送電設備の共通化を進める等
の支援を行っている。波力や潮力発電については、EU内では既に実証が進んでおり、
大規模な商業設備の建設に向けて、設計や認可プロセスを進めている。

国際競争力
○我が国においては、様々な海洋エネルギー発電の研究開発や実証が行われている段

階。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

６．海洋エネルギー利用

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

発電コストの低減

実機の開発

実用化時に発電コスト40円/kWh以下の達成を目標とする実機の開発

発電コスト20円/kWh以下の実現に向けた次世代技術の確立



○地熱発電は、火山地帯等の地中に存在する高温の蒸気を用いて、タービンを回し電力
を得る発電方式。地熱発電には、従来型の蒸気を使ったフラッシュ式の他に、比較的
低温の熱水等を用いて発電を行うバイナリー発電も近年導入されている。

○地熱発電は太陽光や風力と異なり気候や天候に出力が左右されず、設備利用率が約
70%と高い安定電源であり、再生可能エネルギーの中では比較的発電コストが低く、発
電時のCO2排出量はほぼゼロである等のメリットがある。また、我が国には世界第３位
の地熱資源ポテンシャル（約2340万kW）があるとされている。

○IEAのEnergy Technology Perspectives 2012では、地熱利用技術の開発･普及により、
2050年に世界全体で約5億トンのCO2排出削減ポテンシャルがあると試算。

〇経済産業省では、地熱探査技術の開発や高効率地熱発電システムの開発を行ってい
る。

〇環境省では、温泉バイナリー発電の高効率化・低沸点新媒体の実証、自然共生型の傾
斜掘削技術の高度化等を行っている。

○フラッシュ式の地熱発電の普及に向けた技術的課題としては掘削コスト等の低コスト化
が重要であり、地熱探査技術の向上、スケール対策および高効率化が必要。

○地下に存在している地熱貯留層を正確に評価し、適切に管理・活用することで、安定的
な電力供給に資する技術開発も重要である。また、各地に分散する現在未利用の低温
地熱資源の有効活用に適し、地域共生が可能なバイナリー発電の利用拡大に向け高
効率化や新たな低沸点媒体等に関する研究が必要。

○温泉バイナリー発電の利用効率向上と合わせて媒体の安全性検証等に関する実証、
自然環境への悪影響の回避・ 小化を図る掘削技術の開発等が必要。

普及の現状
○2010年時点での世界全体での設備導入量は10,716MWで、発電量は68TWhとなってい

る。2000年から2010年までの発電量の年平均増加率は3%に達している。
○米国の導入済みの発電設備容量は3,000MWで、その多くはカリフォルニア州に集中し

ている。EU全体での導入量は1.5GWで、イタリアとアイスランドが多くを占めている。

技術開発の動向
○米国では、高温岩体発電を含む高度地熱発電システムや、熱水系資源の検証、低温

資源の活用、地熱発電のシステム分析を重点課題として技術開発が進められている。
また、2025年に向けた開発計画においては、低リスクな適地の選定・評価技術の開発
や低コストかつ高効率な掘削・仕上技術の開発等の分野の研究開発に取り組むことと
している 。

○EUでは、フランスにおける100kWクラスの高温岩体発電のパイロットプラントに対する助
成や、地震誘発の調査での高温岩体発電のコンセプトの改良が行われている。また、
欧州地熱エネルギー協会（EGEC）の技術ロードマップの中では、2020年に向けた技術
開発テーマとして、発電効率の改善や、高温岩体発電の実証、熱源の探査手法や掘削
技術の改良を、2020年以降に向けた重点課題としては、大深度の熱源・貯留層の探査
手法の実用化、地下流体シミュレーションの開発等が挙げられている 。

我が国の国際競争力
○フラッシュ式のタービンでは、発電装置のシェア、技術とも日本の大手3社が圧倒してお

り、発展途上国における地熱発電の開発にも主導的な役割を担っている。
○地上設備や探査技術では、アメリカ、ニュージーランド、イタリアが横並びとなっている

が、日本企業の方が複雑な地層における探査のノウハウを有している。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

国際動向

７．地熱発電

技術ロードマップ

2010年 2015年 2030年 2050年

高性能な発電システムの開発

地熱資源の
探査技術、評価・管理・活用技術

高効率地熱発電システムの開発
低温域での発電実証・高効率化

新たな媒体の技術実証

高度化のための技術開発

掘削コストの低減
高温岩体発電


